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瀋陽市康平県におけるCDM（クリーン・デベロプメント・メカニズム）の可能性と実践：

ヒューマンセキュリティに向けた日中政策協調の試み

早見均・和気洋子・吉岡完治・小島朋之

【概要】

瀋陽市康平県における 3年間にわたる植林活動による CO
2
吸収量を測定した。第一に樹幹分析によ

って年々の立木の成長量を計算し、体積指数との回帰分析を行った。第二に類似の樹種の楊（ポプラ）

の成長記録から、成長曲線（Gompertz曲線）を推定した。第三にこれらの推計結果から将来どの程度

植林によって CO
2
が吸収されるのか、CERとして取引された場合、その収入はどの程度になるのか、

さらに再投資をつづけた場合、何年で植林帯が 100kmとなるのかをシミュレーション分析している。

キーワード：植林、ポプラ、Gompertz曲線、CO
2
吸収（sink）、CDM
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はじめに

この研究は植林による CO
2
吸収量の推定と樹木の成長による経年的な CO

2
吸収量の変化を推定する

ことを第一の目的としている。そして第二に植林活動による CO
2
の発生量を推定し、この差を CO

2
の

sinkと考える。最後にひとつの投資プロジェクトとして Certified Emission Reduction（CER）の価格が

どの程度であれば、CERを売却することによって再投資した場合の持続可能性について検討している。

中国瀋陽市は遼寧省に属し、北部は内モンゴル自治区と接する康平県・法庫県などの県・市を管轄

している。これらの地区は内モンゴルのカルチン草原の砂漠化にともない砂の侵食・アルカリ塩類土

壌の拡大に悩まされている。われわれが植林した康平県は内モンゴルとは異なり農業を行っているた

め、植林した苗がヤギ・ヒツジなどにより食べられることはない。政治状態は安定しているが経済状

況は一人あたりGDP100ドル程度ときわめて貧困である。とくに康平県は、中国でも最貧県のひとつ

に指定されている。冬は零下 30度、夏は砂漠の暑さが共存し、しかも砂漠から強風地帯で砂塵嵐に

よって、一面のとうもろこし畑も砂漠化に直面している。

したがって、植林による防砂・防風は地元の要望でもありローカルな自然環境の改善と、さらに追

加的に CO
2
削減が実現されることによるグローバルな環境への貢献の同時達成が期待されている。

植林による CO
2
の吸収量の推定は、大きな不確実性が含まれる。これまでの結果は森林地帯のバイ

オマスの推定（Kira and Shidei, 1967; 佐藤、1973）や木材として利用する場合の生産性の計測（只

木・蜂屋、1968）によるものである。後者の場合は樹木の成長性を考慮しているが、スギ・ヒノキな

ど限られた樹種についての資料が整えられているにすぎない。その結果、CO
2
吸収量の計測は樹種

別・樹齢別に行われることなく大雑把に計算されており 1）、そのために正確な sinkもまた計算上のも

のでしかないように考えられる。

ここでは、実際に植林した樹木（哲林楊 4号、ポプラの一種）を伐採し成長を計算することによっ

て、より正確に CO
2
の sinkを把握して、同様の樹種（ポプラ）についての情報を蓄積することがひと

つの大きなねらいである。

1 植林プロジェクトの概要

植林作業は瀋陽市林業局の協力によって行われた。植林の目的は、防風・防砂が第一であり、康平

県の砂金郷という特に風の強い地区に行っている。

第一期は、1999年 4月に 7.56万株を植林した。樹種は成長が早いといわれている哲林楊 4号という楊

である。ポプラの一種類である。これはフィージビリティスタディをかねていたので、隣接地に果物な

どの経済林も植林した。経済林は地元の農民が手入れをしなければならず、これは成功しなかった。

5

1）IPCC（1997）Chap.5, p.5では、森林のバイオマスは 1ヘクタール当たり 200トン-Carbonであると換算している。Brown et al.

（1998）および IPCC（2000）は炭素蓄積量の変化を決める手法をまとめている。また IPCC（2001）では、地球全体における吸収

量の推定の困難についてまとめている（p.190）。
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表1 植林本数と面積

翌年第二期植林として、2000年 4月に防風・防砂林として 6.3万株を継続して植林した。第三期と

して、2002年 4月に 18.9万株を植林している。第四期に植林した樹種はオランダ楊であるため、今回

の計測には含まれていない。これまでに行った植林は、表 1にその詳細が掲載されている。

植林のほかに、2002年 10月には CO
2
吸収の測定を開始した。次節にその詳細が記述されている。

2003年 1月にCO
2
吸収量を推定し、これがこの論文で報告されるものである。

2 植林による CO
2
の吸収量の測定

プロジェクトのモニタリングは植樹を調査地区にわけて伐採し、CO
2
の削減量を計算している。そ

の調査方法は参考文献[6、7]に記載されているものにほぼ沿ったかたちで行っている。まず、植林区

を 10m× 10mの区画に分割し、植林年次ごとに各 3区画抽出した。したがって計 9区画抽出している。

抽出する区画の選び方は、成長が遅い部分と早い部分、さらに平均的な部分の 3区画を選択するよう

にしている。この区画内のすべての樹木について、胸高直径（長径と短径）および高さを計測した。

この結果が図 1～ 3に示されているような体積指数D2H（胸高直径Dの 2乗×高さH）の分布となった。

図1 D2Hの分布：1999年



図2 D2Hの分布：2000年

図 3 D2Hの分布：2002年

さらに、各区画から数本ずつ樹木を伐採し、樹幹分析を行った。樹木の抽出には区画内で最も成長が

速いものと最も遅いものを含むように指示した。現状で樹幹分析が終了した樹木は合計 15本である 2）。

樹幹分析の方法は、第一に、この 15本について幹を 50cm間隔（5m以上の樹木については 1m間隔）

に切断し、葉、枝、幹、根の各部分の生重量を測定する。

第二に、幹の部分については 2cmのサンプルを輪切りに切り取り、次の項目について計測した。（1）

生重量、（2）髄から樹皮までの短径と長径を 4方向について、（3）一年前の年輪までの髄からの短径

7

2）樹幹分析は、中国瀋陽市林業局の協力によって実施されている。瀋陽市林業局は康平県の林業担当に契約書の内容どおりに調

査を遂行するように指示しているが、必ずしもこちらの意図どおりの本数で調査が行われているとはいいがたい。
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と長径を 4方向について、（4）乾燥機にて絶乾重量を葉、枝、根とサンプルについて計測した。

第三に、これらの計測資料をもとに、われわれは樹幹の体積（材積）の計測、材積の増加分の計測、

サンプルから得られた乾燥比率によって、幹の 1年間の乾燥重量増加分を計算した。ただし、年輪が

把握しにくい枝と根については、枝については樹幹部分の平均の成長率を、根の部分は一番地面に近

いサンプルの成長率を用いて乾燥重量の増加を推定している。

第四に、伐採した立木ごとに年間の乾燥重量の増加分が計算されると、その成長増加分と体積指数

D2Hとの回帰分析を行った。その結果は、表 2の通りである。これによって区画内のすべての樹木に

ついて年間の乾燥重量の増加が計算できる。そして各区画の平均的な樹木一本あたりの乾燥重量の増

加分が計算できる。

この回帰分析を行うまえに、成長増加分 dWあるいは dlnW=dW/Wと体積指数D2Hの関係を図示し

たのが、図 4と図 5である。回帰分析の結果は、次の表 2に掲載されている。

図4 D2Hと成長量dW

図 5 D2Hと成長量dlnW



表2 成長増加分dW, dlnWと体積指数の回帰分析

表3 一本あたり年間成長増加分dWと CO
2
吸収量の推定値

表 3の値を簡単に解説すると次のようになる。1999年に植林した樹木は調査年の 2002年には一本

あたり平均年間で 8.95kgの乾燥重量の増加があった。CO
2
に換算するときには、通常行われているよ

うに、乾燥重量に 0.5（セルロースの分子量に含まれる炭素の分子量をもとにした概算値）をかけて 3）、

さらに 44/12をかけて CO
2
換算の吸収量が得られる。この場合 16.4kg-CO

2
となる。同様に 2000年に植

林した樹木は調査年の 2002年には一本あたり年間で 6.65kgの乾燥重量の増加があった。CO
2
換算で

は 12.2kg-CO
2
となる。2002年に植林した樹木は 4月に植林し調査を 10月に行ったため 1年目の成長

量であるが、0.89kgの乾燥重量の増加と 1.62kg-CO
2
の吸収があったことが得られた。

各植林年次で植えた本数を掛け合わせると、これまでの合計は 1999年に植林した樹木が 2002年に

1、240t-CO
2
、2000年に植林した樹木が 2002年に 768 t-CO

2
、2002年に植林した樹木が 2002年に 307 t-

CO
2
、これらの合計では 2002年に 2、315 t-CO

2
の CO

2
を吸収したことになる。植林面積は 386.7haで

あるため、ヘクタールあたりにすると、5.99t-CO
2
/ha・year（1.63t-C/ha・year）となる 4）。

9

3）2003年には哲林楊 4号のサンプルを入手して、元素分析を準備中である。2002年の調査で郵送中に木材のサンプルを喪失し

てしまったため、この報告には間に合わなかった。

4）ちなみに、炭素蓄積量はどうかというと、1999年に植えたものが平均乾燥重量が 12.65kg/本、2000年は 8.91kg/本、2002年は

0.94kg/本である。これにしたがうと、ヘクタールあたりの炭素量は、1999年で 5.98t-C/ha、2002年で 0.37t-C/haとなる。まだ樹木

が小さいために、一本あたり平均吸収量は蓄積量に対して大きな値となっている。IPCCのガイドライン（IPCC, 1997）による森

のCO$_2$ストック 200t-C/haよりはかなり低い値である。IPCCのガイドラインでは巨木が植えられている状況を想定しているも

のと考えられる。
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CERの対象である 2000年以降は、合計で 2000年に 239 t-CO
2
、2001年に 1、035 t-CO

2
吸収したこと

になる。ただし、これらの吸収量に対して一本あたり平均 6.12元の給水、輸送費用がかかっている。

これらの活動から誘発されるCO
2
を計算すると、一本あたりで、0.172823 kg-CO

2
となる。

この計算には、中国の環境分析用産業連関表 EDEN表（78部門）を利用している（慶應義塾大学産

業研究所未来開拓プロジェクト、2002）。その計算には陸上輸送からの誘発 CO
2
と植林活動による誘

発 CO
2
を合計して求めている。

したがって、直接・間接排出される CO
2
の総量ということになる。

3 植林による CO
2
の吸収量の将来予測

3.1 成長曲線の推定

実測した CO
2
の吸収量の計算は、これまで述べたような樹幹分析によってある程度計測できるが、

今後どの程度 CO
2
を吸収するだろうかという投資プロジェクトとしての評価はまた別の方法で行わな

ければならない。

哲林楊 4号で過去に数十年の間、こうした成長記録が存在すればそれをもちいるのがよいが、残念

ながら比較的最近に開発された樹種のため記録はない。

そこで、今後の予測については中国のポプラ（楊）に関する資料を収集して、ここに述べている手

続きで推定を試みた。次に述べる種については、最長 22年まで成長量が得られた。これらの資料は、

河北農業大学楊教授による調査と『楊樹集約栽培』を引用している。（1）741楊、（2）303楊、（3）

106楊、（4）易県毛白楊、（5）小黒楊（松嫩地区）、（6）赤峰楊-34、（7）小風楊、（8）山海関ポプラ

各種、（9）昭林６号ポプラ（松遼平原区）、（10）赤峰ポプラ（松遼平原区、内蒙古高原区）、（11）昭

和６号ポプラ（内蒙古赤峰）である。これらの資料をもとに樹齢に応じた成長曲線を計測した。成長

曲線は、Logistic曲線、成長量を多項式近似したもの、Gompertz曲線を計測した。そのなかで当ては

まりがもっとも妥当だと考えられる次のGompertz曲線を採用した。成長量は資料には乾燥重量のデ

ータが得られないので、体積指数D2Hを用いた。

Logistic曲線は、D2Hの最大値が 44647.71329であるので、これを用いて

とし、

と定義している（表 4）。



計測パラメターをβ iとすると、

で与えられる。

ここで tは樹齢、uは確率誤差項である。

成長量を多項式近似した式は、計測パラメターをβ iとすると、

となる。ここで tは樹齢、uは確率誤差項である。樹種別にも回帰分析を行っている。

Gompertz曲線は、tを樹齢、α、β、κをパラメターとすると次の式となる。

ここで tは樹齢、uは確率誤差項である。この場合、推定には非線形最小 2乗法を行った。

Gompertz曲線は非線形回帰を行っているので統計量は以下に書いてある通りである。

計測結果は、

推定の標準誤差は、

サンプルサイズは 150である。

11
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表4 回帰分析による成長曲線の推定

これらの異なったモデルでどれを選択するかは、ここでは統計的手法もいくつか開発されているが 5）、

実績と予測値の図を比較してみることにした。

図 6～ 8は実際の値と予測値である。+が当てはまり値である。

図6 対数多項式による成長量の推定

5）表 4では、自由度修正済み決定係数、対数尤度、およびAIC（掲載省略）のいずれの指標でもロジットモデルではなく、対数

成長量を多項式回帰した方が選択されることになる。この場合、結果の解釈は難しくなり、樹齢を 30年以上に外挿した場合、樹

木が縮むことになりおかしくなる。



図7 ロジット成長曲線による推定

図8 Gompertz 曲線による推定

これらの図からみると、Gompertz曲線が成長の初期と後期の両方で当てはまりがよいことがよくわか

る。したがって、われわれは推定にGompertz曲線を用いることにした。

3.2 体積指数（D2H）と成長量の関係

年齢ごとの体積指数（D2H）の対数を計算し、そのうえで体積指数（D2H）と成長量（dV）の推定を試

みた。成長量について、資料で得られるものは材積の増加量である。これには、両対数の線形モデルを

13
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用いた。

ここで dVは材積の年間増加量、a、b、cは計測したいパラメターである。通常の最小 2乗法による

結果は、

推定の標準誤差は

サンプルサイズは 150である。

表 6は結果を再掲したもので、図 9から 10は予測結果を樹齢別に示したものである。これらの推定

により樹齢がわかると 1年間に材積がどれだけ増加するかが推定できる。

図 10を見るとわかるように、ポプラの場合は樹齢が 11から 12年で CO
2
吸収量が最大となり、その

後は減少することがわかる。ただし、CO
2
吸収量は減少してもゼロにはならないから、伐採してしま

うよりは CO
2
の sinkに貢献しているといえる。この推定結果にしたがえば、ベースラインとして非常

な老木のポプラの森があった場合には、伐採して新しいポプラを植林した方が数年でより高いCO
2
吸

収のパフォーマンスを示すことが示唆される。

われわれの植林地帯は樹木が無く、草もあまり生えていない荒地である。したがってベースライン

としての CO
2
吸収量はゼロと考えてよい。草はむしろ植林した方が、木々の間でよく育つようになっ

ている。

図9 材積の増加 IndVと体積指数の関係



図10 材積の増加 IndVと樹齢（Age）の関係

最後は、乾燥重量がどれだけ増加するかであるが、これは密度をもちいれば換算することができる。

調査した哲林楊 4号について、平均の密度は 0.6553であり、標準誤差は 0.0215であるので非常に誤差

は 5%以内に計測されているといえる。これらの数値から、ポプラの成長量が今後一本あたり何キロ

グラムであるかを推定したものが図 11である。

図11 一本当たりの乾燥重量の増加と樹齢の関係

4 CDMプロジェクトとしての植林活動の継続性

計画ではこれまで吸収した CO
2
のクレジットから得られる収入をふたたび植林に再投資することを

考えている。そのための計算をつぎに示す。まず、植林一本あたりのコストはこれまでの成果から一

本あたり 7.62元であるとする。

15



インフレ率は想定していない。CERの価格はもっとも不確定要素が大きいが、非常に低めに設定し

て 5US$/t-CO
2
であるとする 6）。われわれの計画では 2004年までは自己資金で植林を行うことが計画

されている。CERの収入による再帰投資は 2005年からはじまるとし、2005年度は 2000年、2001年、

2002年、2003年、2004年分の吸収量にもとづく CERとそこからの収益で投資を考えている。植林計

画は防砂林帯 100kmを一応の区切りとしている。それには植林本数で 84万本必要である。

仮に 5US$/t-CO
2
で収益のうち一割を維持費としその他はすべて植林に再帰投資したとすると、基準

ケースでは 84万本の達成は 2010年になる。ただしこれはクレジットが毎年分その年に発生して、そ

の年吸収した分を翌年に植林するような想定で行っている。

あるいは初期に 20万円分の植林（1、750本相当）をしたとして、その 1、750本が年々成長するこ

とによって吸収する CO
2
から得られるクレジットの合計は 20年間で約 96.6万円となることがわかる。

再投資すればより効率的にクレジットが得られるが、もし 20年間でずっと 5US$/t-CO
2
であったとし

ても、この投資は年利 7.8%程度であり哲林楊 4号の成長はかなり早いことがわかる。

おわりに

実測した CO
2
吸収量はまだサンプルサイズが十分ではないため、2003年度も調査を計画している。

データを蓄積することによって、元素分析の結果とあわせてより正確な吸収量の推定ができるように

なると思われる。

ホスト国の持続可能な開発の達成の支援については、持続可能な開発の環境面からみればCO
2
の削

減のみならず、砂漠化防止、近隣農地の保水性確保があげられる。ただし、ポプラは成長が早いため

他の樹木にくらべ多くの水分を吸収してしまうことが指摘されている。現在までのところそうした脱

水状態は観察されておらず、逆に植林地の間隔に近隣ではとうもろこしであった畑が、経済性のある

小麦や野菜を栽培するようになっている。そうした点で、経済面からは田畑の収穫量の増加による所

得拡大を保障するものと考えられる。

プロジェクトの課題としては中国の経済発展はめざましいことから、植林の人件費の拡大が想定さ

れる。現在のところ現地に住む農民は数多いため植樹は可能であるが都市への移動が大幅にすすめば

100km達成は不可能になる。したがって、この投資はすみやかに進める必要がある。植林については、

不法伐採を監視する必要もないとはいえない。こうした場合のコストはだれが支払うのかについても

検討が必要であろう。

その他の環境への影響は防砂林の背後に経済林や農業生産が可能になっている。雨量の増加、強風

日数の減少が林業局から 2001年に報告されている。

6）住友林業のインドネシアの CDMプロジェクトの計算（2003年 6月 5日、ボン）では、0US$/t-CO
2
から 30US$/t-CO

2
までケー

スを考えているが、どの場合でも赤字になるようである。
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